
首都圏・地方住民の意向を考慮した移住による地方創生手法の研究 

早稲田大学 ＊小島 優一，枝川 義邦，高田 真也，松野 思迪，大野 高裕 

 東京大学 川中 孝章 

1． はじめに 

 現在，日本では，政治や経済，文化など社会活

動を首都圏(東京都，神奈川県，埼玉県および千葉

県の 1 都 3 県)に集中させている東京一極集中が発

生している．一方で，地方では，学業や就職などの

様々な要因で地方から首都圏への人口流出が発生

し，より過疎化が進んでいる．そのため，地方を活性

化させる手段の一つとして，首都圏在住者が地方に

移住することが有効である．よって，政府や地方自治

体は，地方創生を目的として複数の地方移住施策を

行っている．しかし，過疎化が進行している地方自治

体では，限られた税収の中で効果的な施策を打ち出

していかなければならない現状がある． 

 一方で，内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事

務局によると，首都圏在住者のうち，49.8％が地方移

住に関心を持ち，13.7％が地方移住を検討している

[1]．本研究では，地方移住に関心を持っているが行

動をしていない層を「移住関心層」，関心を持った上

で移住したいと考える段階に至った層を「移住意向

層」，関心を持った後情報収集等を行い，移住を検

討している段階に移った層を「移住検討層」，移住を

決定した層を「移住決定層」と定義する． 

移住関心層における情報収集の内容は，「仕事」，

「生活コスト」，「日常生活の利便性」，「人間関係」，

「子育て・教育」等多岐にわたる[1]．移住関心層は，

これらの情報を得た上で関心に留まっていることから，

地方移住を考慮する上で仕事や人間関係等を制約

と捉え，移住の妨げになっていると考えられる．しかし，

仕事に関しては，コロナウイルスの影響により，テレワ

ークの導入や，地方へのオフィスの移設・増設により，

人々が仕事にとらわれず生活できる環境が整備され

てきている．その結果，首都圏在住者における地方

転職希望者の割合が増加している．すなわち，「仕

事」，「生活コスト」，「日常生活の利便性」，「人間関

係」，「子育て・教育」等を移住における制約と捉え，

これらの制約を緩和させることができれば，移住関心

層を移住検討層に移行させることができる． 

また，移住検討層が特定の地域について情報収

集を行い，「子育て環境」や「地域コミュニティ」等の地

域の魅力を認知することで移住計画層，移住決定層

に移行させることができ，東京一極集中の緩和が可

能になる． 

本研究では，移住に関心を持っている移住関心層

から，移住決定層に至るまでのフローを明らかにし，

各フローの存在確率から重要度を明らかにする．そし

て，政府や地方自治体が優先して行うべき政策を提

案する． 

2． 従来研究 

  對間ら[2]は首都圏から地方への移住について，

移住意向，移住決定要因，移住政策の 3点について

検討した．移住意向では，IT 業や金融業従事者と地

方自治体従事者で有意な差があることを報告した．ま

た，現居住地もしくは移住先地域に愛着を持ってい

ることが，移住意向と相関関係にあることを明らかにし

た．移住決定要因では，教育や職業，結婚等，ライフ

ステージの変化に依存していることを示した．移住政

策では，学校や企業を持つこと，買い物環境があるこ

と，地方自治体の住宅への財政支援が有意となり有

効なプロモーションとなることが確認された． 

 また，これまで多くの研究者が移住要因について研

究してきた．例えば，Niedomysl ら[3]は，性別が移

住に影響することを確認した．また，Mincer[4]は，収

入が移住に影響することを示した． 

 しかし，従来研究には，移住に影響する要因につ

いて総合的にモデリングを行い分析した研究は存在

しない．また，移住関心から移住決定まで住民側の

移住プロセスに沿い，一貫性を持ってモデリングを行

い分析した研究は見られない． 

3． 研究方法 

3．1 研究概要 

 本研究では，現状の東京一極集中を引き起こして

いる制約の所在を住民の意向から解明し，現在の日

本において重点的に緩和するべき制約を提案する． 

また，制約が緩和されたとき，首都圏在住者が地

域に魅力を感じる要因を解明し，特定の地域におい

て，重点的に行うべき地域プロモーションを地方自治

体に提案する． 

最後に，限られた財源という制約の基で，移住に

ついての制約と地域プロモーションを複合的に考慮

し，最適な地域のシナリオを政府や地方自治体に提

案する． 

3．2 研究手順 

 本研究は，以下の手順で進めることとする． 

 Step1. 仮説モデル構築 

 住民の意向から，地方移住における制約と，人々が



感じる魅力を複合させたモデルを構築し，提示する． 

 Step2. データ収集 

研究対象を選定し，移住経験を基にしたアンケー

ト調査を行う． 

 Step3. ベイジアンネットワーク分析 

 アンケート調査で得られたデータを用いて，確率推

論をベースとした分析方法であるベイジアンネットワ

ークにより，複数の要因の事後確率(条件付き確率)を

計算する． 

 Step4. マルチエージェントシミュレーション(MAS)

分析 

 ベイジアンネットワーク分析から得られた事後確率

を用いて，実在する首都圏と地方の2地域とそれらの

地域に在住している住民エージェントを仮想空間上

に表現する．そして，仮想空間上で様々な移住促進

シナリオを実行し，住民エージェントを首都圏から地

方へ移住させる． 

3．3 仮説モデル構築 

 本研究の特色の１つとして，住民目線での地方創

生手法であることが挙げられる．すなわち，何らかの

消費者行動モデルを定義する必要がある．そして，

移住行動は移住先への住居の契約による支払いが

発生することから購買行動と捉えることができる．よっ

て，本研究では消費者購買モデルの１つである

AIDMA モデルをベースとしてモデル構築を行う．こ

れは，近年主流となっている AISAS モデルで基盤と

なる情報収集や共有については考慮しないため

AIDMAモデルが適当であると判断したからである． 

AIDMAモデルをベースにした移住フローを図１に

示す．また，移住フローを基にした仮説モデルを図２

から図５に示す．図２における左端が「移住関心」とな

っているのは，首都圏における移住関心層が全人口

の約半数[1]であり，移住見込み対象として十分な人

数がいると判断したためである． 

図１における１列目は抽象的に地方移住への意向

を持つことが目標となる．すなわち，前提として地方

移住に興味を持っていることが必要となる．そして，

興味を持っている人々に対して，地方移住への意向

を持ってもらうためには，地方移住が可能である必要

がある．よって，地方移住において関わってくる仕事

等の社会的制約を考慮する必要がある．社会的制約

についてのモデルを図３に示す．図３に示した社会

的制約が無くなったとき，地方移住意向段階に移行

するとみなす． 

 そして，図１における２列目は，特定の地域を知り，

関心を持ち，移住を検討し決定するという段階を踏む．

すなわち，人々が移住したい地域を選定することが

必要となる．すなわち，人々が移住にあたり感じる魅

力的な要因を考慮する必要がある．そこで，図４に示

した地域選定についてのモデルを利用し，現居住地

と移住検討地を定量的に比較し，上回ったとき移住

決定になるとみなす． 

 最後に，移住決定後，定住しなければ根本的な東

京一極集中解消にはならないため，定住可能性につ

いても考慮する．図１における３列目が該当する．図５

において，地域選定の際の人々の評価値と実際に移

住してみて感じた評価値を比較し，定住可能性につ

いて分析を行う． 

 

 

 
図１ AIDMAモデルをベースにした移住フロー 

 

 

図２ 移住フロー仮説モデル全体図 

 

 

図３ 社会的制約についての移住フローモデル 

 

 

図４ 地域選定についての移住フローモデル 



 

図５ 地域定住についての移住フローモデル 

3．4 データ収集 

 データ収集方法を以下の通り行う． 

・データ収集方法：アンケート調査 

・収集媒体：Questant 

・収集数：n=500 

・収集対象:30 代男性かつ首都圏在住者(n=250)，

過疎地域を有している都道府県在住者（n=250） 

総務省[5]によると，30 代の地方移住の有効性が

論じられていることから，研究対象を 30 代とした．ま

た，移住は世帯ベースでの移住となるため世帯主で

ある可能性の高い男性を対象とした． 

3．5 ベイジアンネットワーク分析 

 3 章 3 節で述べた移住フローモデルと 3 章 4 節で

述べたアンケート調査で得られたデータを用いてベイ

ジアンネットワーク分析を行う．ベイジアンネットワーク

分析では，移住フローモデルの因子を事象と捉える．

そのため，ベイジアンネットワーク分析で得られるデ

ータは，それら事象間の条件付き確率となる．その条

件付き確率の大きさによって事象の因果関係の大き

さを判断する． 

3．6 マルチエージェントシミュレーション(MAS)分析 

 マルチエージェントシミュレーションとは，複数のエ

ージェントを相互作用させるシミュレーションのことで

ある．まず，首都圏と地方それぞれの仮想地域を作

成する． 

次に，それぞれの仮想地域に実際の密度で住宅

(世帯)や公園などの公共施設を配置する． 

そして，3章 5節で述べたベイジアンネットワーク分

析の条件付き確率の数値を用いて，実在する都市の

住民において移住フローモデルの各事象に当てはま

る確率に則って各住宅に事象を付加する．これらの

手順を踏んで作成した仮想地域を図６に示す． 

 最後に，仮想地域に対して政府や地方自治体が行

うべきシナリオを構築し，このシナリオを MAS のアル

ゴリズムとして作用させる． 

 

 
図６ MASにおける仮想地域 

4． おわりに 

 現状，従来研究では独立していた様々な要因を１

つのモデルで表現した．今後，収集したデータを用

いてベイジアンネットワーク分析を行うことにより，多

面的な切り口から様々な住民属性の傾向を見出すこ

とができると考えている．住民属性の傾向を見出すこ

とができれば，マルチエージェントシミュレーション分

析において複数の仮説シナリオを構築することができ

る．そして，それらの仮説シナリオを精査することによ

り，最適なシナリオを導出することが期待できる．最適

なシナリオを導出し，社会実装性の高い提案をするこ

とで本研究の動機となる社会課題である，限られた財

源の中で効果的な移住政策をしなければならない現

状を打破することができる． 
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